
第３ 贈与税関係                                                               - 13 -                                  

   

 

改  正  後 改  正  前 

書  き  か  た  等 

 

 

１ この確認書は、贈与税の納税猶予の適用を受けるために必要な添付書類ですので、必要事項を記入

のうえ、「贈与税の申告書第一表」及び「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」と一緒に提出し

てください。 

 

２ この確認書は、贈与者の方が記入します。 

 

３ 用語の意義 

（１）「租税特別措置法第70条の４第１項に規定する農地」とは、贈与者が農業の用に供している農

地（特定市街化区域農地等に該当するもの及び租税特別措置法施行令第40条の６第２項に規定する

遊休農地に該当するもの(平成17年４月１日以降に贈与があった場合に限ります。)を除きます。）

をいいます。 

（注）１ 特定市街化区域農地等とは、都市計画法第７条第１項に規定する市街化区域内に所在する

農地又は採草放牧地で、平成３年１月１日において首都圏、近畿圏及び中部圏の特定市（東

京都の特別区を含みます。）の区域に所在するもの（都市営農農地等に該当するものを除き

ます。）をいいます。 

２ 都市営農農地等とは、都市計画法第８条第１項第 14 号に掲げる生産緑地地区内にある農地

又は採草放牧地で、平成３年１月１日において首都圏、近畿圏及び中部圏の特定市（東京都の

特別区を含みます。）の区域内に所在するものをいいます。ただし、生産緑地法第 10 条又は

同法第 15 条第１項の規定による買取りの申出がされたものを除きます。 

 

（２）「租税特別措置法第70条の４第１項に規定する採草放牧地」とは、贈与者が農業の用に供して

いる採草放牧地（特定市街化区域農地等に該当するものを除きます。）をいいます。 

 

（３）「租税特別措置法第70条の４第１項に規定する準農地」とは、農用地区域内にある土地で農業 

振興地域整備計画において用途区分が農地や採草放牧地とされているもののうち、10年以内に農地

や採草放牧地に開発して、農業の用に供するものをいいます。 

書  き  か  た  等 

 

 

    １ この確認書は、贈与税の納税猶予の適用を受けるために必要な添付書類ですので、必要事項を

記入のうえ、「贈与税の申告書第一表」及び「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」と一緒

に提出してください。 

     

２ この確認書は、贈与者の方が記入します。 

 

３ 用語の意義 

 (1) 「租税特別措置法第 70 条の 4 第 1 項に規定する農地」とは、贈与者が農業の用に供してい

る農地（特定市街化区域農地等に該当するものを除きます。）をいいます。 

 

(注)１ 特定市街化区域農地等とは、都市計画法第 7 条第 1項に規定する市街化区域内に所在す

る農地又は採草放牧地で、平成 3年 1月 1 日において首都圏、近畿圏及び中部圏の特定市

（東京都の特別区を含みます。）の区域に所在するもの（都市営農農地等に該当するもの

を除きます。）をいいます。 

２ 都市営農農地等とは、都市計画法第 8 条第 1項第 14 号に掲げる生産緑地地区内にある農

地又は採草放牧地で、平成 3 年 1 月 1 日において首都圏、近畿圏及び中部圏の特定市（東

京都の特別区を含みます。）の区域内に所在するものをいいます。ただし、生産緑地法第

10 条又は同法第 15 条第 1項の規定による買取りの申出がされたものを除きます。 

 

(2) 「租税特別措置法第 70 条の 4 第 1 項に規定する採草放牧地」とは、贈与者が農業の用に供

している採草放牧地（特定市街化区域農地等に該当するものを除きます。）をいいます。 

 

(3) 「租税特別措置法第 70 条の 4 第 1 項に規定する準農地」とは、農用地区域内にある土地で

農業振興地域整備計画において用途区分が農地や採草放牧地とされているもののうち、10 年以

内に農地や採草放牧地に開発して、農業の用に供するものをいいます。 
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代替資産の取得期限延長承認申請書 

１ 使用目的 

この延長承認申請書は、租税特別措置法施行令第22 条第13項第１ 号の規定により代替

資産の取得期限の延長の適用を受けるために提出する申請書として使用するものである。

２ 記載要領等 

  「３ 既に承認を受けている取得予定年月日までに租税特別措置法施行令第22条第16項

第１ 号イに規定する土地等の取得をすること又は、同号ロに規定する建物等の敷地の用

に供することができないこととなった事情の詳細」欄には、代替資産の取得期限の延長を

受けることとなった事情その他参考となるべき事項を詳細に記載する。 
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                                                       第    号

  

      住 所 又 は 

      所在地（納税地）                   

      氏 名 又 は 

      名 称                 殿              平成    年    月    日

 

 

                                            税務署長          □印  

 

 

代替資産の取得期限延長承認申請に対する承認（却下）書 

 

 

   平成 年   月   日付で提出されました「代替資産の取得期限延長承認申請

書」について、     します。 

  よって、代替資産の取得期限は、平成   年   年   日と認定します。 

       

       

                                            

                                            

 

     （注）１ 代替資産を上記の取得期限までに取得できなかった場合又は、代替資産の実際の

取得価額が取得価額の見積額より少ない場合には、これらの事由が生じた日から４

か月以内に修正申告書を提出し、不足の税金を納めてください。 

        ２ 代替資産の実際の取得価額がその取得価額の見積額より多い場合には、これらの

資産を取得した日から４か月以内に更正の請求をして、納め過ぎの税金の還付を受

けることができます。 

 

 

 

 

 

 

（ ）枚のうち（ ）枚目 

 

                                                （資６－８－３－Ａ４統一）

（通知用） 

承 認 

却 下 

この通知に係る処分の理由 

 

                                                       第    号

  

      住 所 又 は 

      所在地（納税地）                   

      氏 名 又 は 

      名 称                 殿              平成    年    月    日

 

 

                                            税務署長          □印  

 

 

代替資産の取得期限延長承認申請に対する承認（却下）書 

 

 

  平成   年   月   日付で申請のありました代替資産の取得期限延長を 

    します。 

      よって、代替資産の取得期限は、平成   年   年   日とします。 

       

       

                                            

                                            

 

     （注）１ 代替資産を上記の取得期限までに取得できなかった場合又は、代替資産の実際の

取得価額が取得価額の見積額より少ない場合には、これらの事由が生じた日から４

か月以内に修正申告書を提出し、不足の税金を納めてください。 

        ２ 代替資産の実際の取得価額がその取得価額の見積額より多い場合には、これらの

資産を取得した日から４か月以内に更正の請求をして、納め過ぎの税金の還付を受

けることができます。 

 

 

 

 

 

 

（ ）枚のうち（ ）枚目 

 

                                                （資６－８－３－Ａ４統一）

（通知用） 

承 認 

却 下 

この通知に係る処分の理由 
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 （新 規） 
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 （新 規） 
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 （新 規） 

 

 

 

 

                                                       第    号 

  

      住 所 又 は 

      所在地（納税地）                   

      氏 名 又 は 

      名 称                 殿              平成    年    月    日 

 

 

                                            税務署長          □印  

 

 

やむを得ない事情がある場合の買換資産の取得期限承認申請に対する承認（却下）書 

 

 

   平成   年   月   日付で提出されました「やむを得ない事情がある場合

の買換資産の取得期限承認申請書」について     します。 

       よって、買換資産の取得期限は、平成   年   年   日と認定します。 

       

 

       

                                            

                                            

 

     （注）１ 買換資産を上記の取得期限までに取得できなかった場合又は、買換資産の実際の

取得価額が取得価額の見積額より少ない場合には、これらの事由が生じた日から４

か月以内に修正申告書を提出し、不足の税金を納めてください。 

        ２ 買換資産の実際の取得価額がその取得価額の見積額より多い場合には、これらの

資産を取得した日から４か月以内に更正の請求をして、納め過ぎの税金の還付を受

けることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

（  ）枚のうち（  ）枚目 

                                                （資６－80－３－Ａ４統一） 

（通知用） 

承 認  

却 下 

この通知に係る処分の理由 
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譲渡所得の内訳書（総合譲渡用） 

 
使用目的 

 

  この内訳書は、総合譲渡所得に関する確定申告書の添付書類として使用するものである。 

 

 

譲渡所得の内訳書（総合譲渡用） 

 
使用目的 

 

  この内訳書は、納税者が①総合譲渡所得金額の計算用として又は②土地や建物の譲渡（分離譲

渡）が複数あるときの「譲渡所得の内訳書（計算明細書）【土地・建物用】｣の集計用として使

用する。 
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 （新 規） 
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 （新 規） 
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